
翻　　　訳

　　I.

　　「インドのことを知っているイギリス人達は，現在，アイルランドのこ

とをも最も良く理解している人々である」，とジョン・ステュアート・ミ

ルは1868年に述べた2）。「両国を知っている人々は，アイルランド人とイン
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ド人との性質について多くの類似点を述べてきている。確かに，アイルラ

ンドとインドとの農業経済の間には多くの類似点がある」。　ミルにとって

は，インドに対するイングランドの統治が，アイルランドに対する統治よ

りも相対的に一層成功していたことは明らかであった。そして彼はこれ

を，インドの統治に責任のあった人々が「島国的偏見を払拭し，一般的な

イギリスの習慣や見解に従ってではなく，他国の必要に従ってそこを統治

すること」に成功した，という事実に帰した。ところが，アイルランドに

対してこれは決してなされてこなかった。「我々にとってそれ程悪くない

ことは，アイルランドにとっては十分良いことに違いない。もしアイルラ

ンドにとっては悪いことならば，それはアイルランドそのものに欠陥があ

るか，または事柄自体が悪いのである」。

　この論文の目的は，ミルの時代のアイルランドとインドとにおける経済

政策の幾つかの主要な状況を比較すること，また，彼が信じたようにイン

ドにおけるイギリスの恩情主義的統治は，諸問題の取扱いにおいてアイル

ランドの半代議制的統治がもたらしたものよりも一層成功したかどうか，

を考察することである。

　そうした比較は，政治・経済・社会の歴史にとってぽかりでなく，思想

の歴史にとっても関心の対象となるだろう。政策担当者達が，インドとア

イルランドに用いた経済思想の装置は同じであったのだろうか，また，彼

らはその装置を同じ方法で適用したのだろうか？　あるいは習慣，言語，

その他多くの諸要素における明確な相違が，英領インドの官僚に，アイル

ランド問題に関係している彼と同じ立場の人達ほどには「（イギリス）の政

治経済学の諸原理」を，一層好んで適用させなかっただろうか？　諸政策

とその諸結果を比較する前に，上述の「ミルの時代」という用語を今少し

詳しく考察することが必要である。ジョン・ステュアート・ミルは，1823

年に東インド会社に入社し，ちょうど50年後没した。この50年間は，アイ

ルランドにとって，インドにとって，また経済思想の発達にとって，真の
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意味で歴史的時代を形成するのだろうか？

　その期間が恐らく最も意味のあるものであるということは，この後者の

状況においてである。というのは，ミルの成人してからの生涯は，彼の父

が彼に完全に教えた，あのリカードウ派政治経済学の支配した時期とまさ

に一致したからであった。更に，アイルランドにおいてこれらの50年間

は，ワーテルロー以後の数年間の困窮期間という，不可避的形態での「ア

イルランドの困難」の出現から，グラッドストーンの土地法3）によって，

アイルランドの困窮を除去しようとする最初の実際の試みへと及ぶ，重要

な時代を形成している。

　確かに，もし厳密に年表風に画しようとすれば，その時期はインドに

とっては特殊な時期ではない。だが, T.R.メットカフ博士が最近示した

ように，自由主義と改革という新しい精神がイギリスからイソドヘ広がり

始めたのは，ナポレオソ戦争の終結後の数年間においてであった。一方

　「反乱（セポイの反乱）後10年間は，総督カーゾン沢注2）の時代を除いて

は，事実，インドにおけるイギリスの最後の大きな創造的時代であった。

1870年代以降，彼らは，もっぱら単なる日々の行政機構の運営に関心が

あった」4）。

　訳注2) G. N. Curzon,1859-1925｡インド総督兼副Ｅｏ在任期間は,1899年-1905

　　　　　年。ただし1904年に一時中断している。彼は，インドに対してかなり強

　　　　　圧的態度をとり，インド人のイギリス統治に対する不満を引き起こした。

　広くとって「ジョソ・ステュアート・ミルの時代」というものを，有効

な歴史的期間として受け取ることができるならば，この期間にアイルラン

ドとインドにおいて経済政策が取り組まなければならなかった諸問題に，

我々は注意を向けることができよう。

　一見したところでは，アイルランドとインドは，類似〔点をみる〕より

も差異〔点をみる〕方が一層根拠があるように思われるかもしれない。だ

が，19世紀においてミルによって述べられた二国間の経済の類似点は，無
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視できないものであった。それぞれの国において，人ロ増加は遅れた農業

の諸資源を乱用させた。そして農業は，まだ大多数の人々にとって唯一の

雇用源であった。従って,両国の統治に責任のあった人々は,大多数の民衆

の極端な貧困から結果的に生じた経済政策上の相似た諸問題に直面した。

　当時のイギリスの政策担当者達が，経済発展問題を，今日の政策担当者

達と異なり，実質所得水準の引き上げのために一致強力すべき問題と考え

ていなかったことは，ほとんど強調する必要はない。にもかかわらず，イ

ンドでは，イギリスの総督達は，その民衆への福祉に対して確かに自らの

責任を自覚していて，その経済的重要性を認識していた5)。アイルランド

の場合には，その民衆の物質的福祉に対する責任は，部分的にさえも，統

治に基づいていたという，同様の確信はなかった。だが確かに，1829年以

降，政府がアイルランドで直面した諸問題は，単に政治的・宗教的なもの

ばかりでなく，経済的なものでもあったことは明白になった。それらの諸

問題は，抑圧のみによって解決されうるものではなく，経済的側面をも含

めて懐柔がなければならなかったのである。

　19世紀にアイルランドとインドで発展した経済政策のあらゆる局面を包

括的に取り扱うには，一篇の研究論文ではなくて，少なくとも一冊の本を

必要とするだろう。従って議論は，ここでは当時両国にとって重要であっ

た政策と，利益とについての二つの顕著な局面に限定されなければならな

い。というのは，それらについての検討は，最初に生じた諸問題を明らか

にするであろうとみられるからである。それらは即ち，土地保有と公共事

業とである。
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　　II.

　土地保有の諸形態は，アイルランドとイソドとにおける経済政策を概観

する必然的出発点である。というのは，19世紀において，両国の人口の大

多数が農業に依存していることが，土地所有と土地耕作を彼らにとって中

心となる経済諸問題にしたからであった。

　ここで，両国の小作制度や，我々の取り上げている時代の両国における

土地立法の継起的諸段階の詳細な説明を行なう必要はない1）。　ここで用い

られる研究方法は，小作制度への政策担当者達の態度を決定した経済哲学

に重点を置いて検討することである。我々は，一方での習慣と地位と，他

方での契約との対比という，基本的で良く知られた概念から始めたい。ア

イルランドとインド両国の現地の土地制度は，習慣によってのみ決定され

た地位であるという重要な諸要素を含んでいた。従って，決して正確に決

定されなかった。だが「イギリス人は，条文化されていない習慣と，個人

的思慮分別による統治に基礎を置く社会を理解できなかった。つまりイギ

リス人は，公的権利と私的権利を区別する唯一の確かな方法，即ち法体系

の導入を知っているだけであった」2）。

　イギリスの法律諸制度による現地の法律諸制度の取り替えは，アイルラ

ンドとインドとでは大きく異なる時代を生んだ。古い，異なった制度の下

にあった人々の中では，記憶は消えなかったのだけれども，19世紀の初め

までに，少なくともアルスター以外では，アイルランドの土地法は，イギ
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リスと表面上は同じであった。表面上の類似性がどうであれ，ナポレオン

戦争の終結までに，再分割，転貸，任意借地，不在地主等が，イングラン

ドの状況と明らかに異なるアイルランドの状況を生んだ。そして戦後数年

間の不況は，土地制度の諸変化が経済改良の鍵であったということを明ら

かにした。

　この時，イギリスの政策担当者達の中で上地財産に対して流行しつつ

あった態度は，所謂「ウイッグ的見解」と呼ばれるものであったかもしれ

ない。それによると，社会安定と経済発展とに最良の見通しをもたらす土

地法の制度は，多数の地主が，小作農改善のために，中規模から大規模農

場までの長期契約期間を与えた制度であった。　しかしながらそれは驚くよ

うなものではなく，ただイングランドに存在した，あの制度であった。こ

の観点から考慮されるならば，アイルランドにおける上地問題の解決は，

急進的改革よりも，現存の制度の立直しにあった。イギリスの上地保有制

度の模倣であることはやめなければならないし，その代わりにそれに相当

するものにならなければならない。これは，当然当時のイギリス議会で受

け入れられた見解であり，1826年の転貸法のような法律の一節へと至るも

のであった。その根本的目的は，小規模小作農の下層階級を，賃金労働者

として人々を雇うような資本家的農業家に取り替えることであった。そし

てまた，もし必要ならば，支払い能力がなく，先見の明のない地主層を，

支払い能力のある，改良地主層に取り替えることであった。この見解へ

の，他の立法話業績は，1849年の土地抵当法と，1860年のデータ一法であ

り，そしてそれらは「地主と小作農の関係が，土地保有と奉仕にではな

く，当事者達の明白な，あるいは暗黙のうちに含まれる契約に基づくべき

であると見なされるだろう」3）と規定した。

　インドの国家歳入の大部分は，ムガル帝国の下で地税から引き出された

ので，インドにおいて土地保有の現地の制度を取り替える問題は，アイル

ランドにおけるよりも一層遅れた時期に生じたばかりでなく，非常に異
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なった諸状況の下においてさえも生じた。土地所有諸関係が採るべき適切

な形態の，同様のウイッグ的見解は，特に，1793年にコーンウォリス訳注3）

によって成就されたベンガルの有名な永代固定化に現われている，という

ことが見いだされる。

　ムガル人達の下で,地税は,文字通り｢上地所有者｣を意味している用語で

あるザミンダール(zｅｍｉｎｄａrs)゛4)階級によって，ライアット(rｙｏtｓ)゛5)，即

ち耕作者達から集められた。ザミソダールが，英語の意味で土地所有者ま

たは地主であったかそうでなかったかは，ベンガルにおける東インド会社

役員達の間での議論の的であったが，Ｊ．ショアー訳注6)の見解が広く行きわ

たった。即ち彼は，ザミソダール達を，政府へ慣習的租税を支払うだけの

土地所有者達であると考えた。ショアーは，差し当たり数年間は会社がザ

ミソダール達から要求しうる租税総額を決定すべきであり，土地が一層完

全に調査された後に修正の可能性を残しておくべきである，と考えた。し

かしながらコーンウォリスは，租税請求額の永代固定化がザミンダール達

に強い改良への動機をもたらすであろうと信じた。そして彼は，1790年ま

でに達成されていた10年間有効の固定額を，永代固定にするという彼の提

案に対して理事達の賛成をとりつけることに成功した4)。
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　ジェームズ・ミルの『英領インド史』での，この法案に対してなされた

痛烈な批判は良く知られている。「インドには世界史上比類のない機会が

あった。君主に次いで，直接耕作者達には土地に対して最大の利益の分け

前があった。ザミンダールの（所謂）諸権利に対して，完全な補償が容易に

なされたかもしれなかった。この国の改良のために君主の財産所有諸権利

を犠牲にするという，寛大な決定がなされた。所有がもたらす諸改良への

動機は，そしてその力はかなり正当に評価されたのだが，あらゆる国にお

いて農業の主な諸改良を行うに違いない人々，即ち土地の直接耕作者達に

のみ，与えられたかもしれなかった。そして，あらゆる国の改良のために

かつて採られた最も高貴なものの中に位置づけられる価値のあるこの施策

は，インドの民衆が長い間我慢したあの誤った統治のもたらした困窮に対

して，インドの民衆を補償するのに役立ったかもしれなかった。だが，立

法者達はイギリスの貴族達であった。貴族的偏見が支配していたのであ

る」５）。

　J.S.ミルは，父のベンガル固定化方式に関する見解を無条件に採り入

れた。『経済学原理』の中で，彼は父の見解に賛成してそれを引用し，この

施策は完全な失敗であったと特徴づけた。この施策の推進者達は，「自分

がベンガル諸州全体にイギリス的な地主達を創設したと自負した。だがこ

のことは彼らがアイルランド風の地主達を創設したにすぎない，というこ

とにしかならなかった」6），とミルは主張した。10年後，彼の東インド会社

支配を古典派的に擁護する『最近30年間のインド統治における諸改良に関

する覚え書き』の中で，ミルは同じ主張を一層強くした。「公平にみればそ

の後のインド政府は，インドの最も肥沃で価値のある地域において，以前
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の政府から農業制度を引き継いだのである。この農業制度は，大地主と

コッター小作農達から構成されていて，ヨーロッパとアジアの間の相違に

見られるものと似ており，マンスターとコソノートとの状況の相違に類似

していた。更にこの政府は，過去60年間，本国政府が同時期に，アイルラ

ンドにおける類似した制度の諸悪弊を矯正した以上には，インドにおける

この制度の諸悪弊を矯正する力を持だなかったのである」≒　ミル父子がベ

ンガルの永代固定化方式を激しく非難したことは，たとえ人が古典派政治

経済学の慣習的な見解と，それに関連するレッセ・フェール(laissez-faire)

との関連を当然のこととして受け入れたにしても，幾分驚くべきものと思

われる。これらに基づいて，古典派経済学者が，改良地主層創設を奨励

し，彼らにその土地財産の賃貸によって利益を得ようとする強い動機を与

えるようなこの諸施策を支持することを，人は期待するであろう。そして

多くの19世紀の経済学者達は，まさにこの態度を採ったのである。

　小土地所有者達及びこれらの人々と国家との直接的諸関係についてのミ

ルの支持は，ミル父子がリカードウの地代論を根本的に異なって解釈し，

従ってここで「ウイッグ的見解」と呼んできたものから基本的に逸れてい

ると理解した時にのみ，理解しうるのである8）。リカードウの理論が，土地

所有制度とその収入への課税に関して非常に急進的な諸原理を導き得るこ

とは良く知られた真理であるが，たいていの人々は，そうした諸原理をヘ

ンリー・ジョージと結び付け，功利主義者達自身とは結び付けない。ベン

サムが「安全」と現存の財産関係に干渉することの危険性を大いに力説し

たことは, J.S.ミルの地価増加分への課税に関する提案よりも一層極端

なものをイギリスの状況の中では現われないようにした。だが，状況はイ

ンドに関しては全く異なっており，アイルランドに関しては幾分か異なっ

ていた。

　ストークスが示したように9），純粋な剰余としての地代，従って国家歳

入の特に望ましい源泉としての地代に関するリカードウの見解を信頼して
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いたので，ミル父子は，インドにおける国家と耕作者との仲介者たるあら

ゆる階層の上地保有者達または準保有者達の創設を回避したかったのであ

る。このゆえに，彼らをして再び幾分予期に反して，インド行政官達の旧

派の人々，特にトマス・マンロー訳注7)の味方をする方向へと導いた。彼は，

19世紀初期にマドラスで地税固定化方式のライアット制を発展させたので

あったlo)。この制度は，直接に個々の耕作者達に様々な条件で，地税を個

別に設定する方式を採っていた。

　マンローの独創的なライアットワーリ制（rｙｏtｗａri）゛8）は，耕作者達の伝

統的権利を明示し登録する試みであったが，1822年の第７条例゛9）には，

リカードウの原理の影響は，地税要求のための規準として［純生産物］を

規定することに明らかに示されていた。この条例は現存の所有権の包括的

調査を規定したが，ザミソダーリ制（ｚｅｍｉｎｄａri）″lo）によって生じた諸問題

の繰り返しを回避する試みにおいて，それはいかなる特定階級に対しても

所有権を定着させなかった。それに続く数年間，インドの行政府は耕作者

達との直接取り引きを良しとする人々や，「上位の保有権」を進んで維持

しようとした人々とを含んでいたが，当時の経験豊富なインド政庁の役人

ジョージ・キャンベル訳注11）の判断を問題にする理由はほとんどないように

思われる。彼は後に次のように詳説した。「貴族の諸要求を支持した官僚

達と，植民のやり方に非常に憤る多くの民衆の見解を取り入れた人々との

闘争は，どちらも完全に支配的にはならなかった。だが，貴族的諸要求を

冷たい目で見た一派が，結局他派より多く当局の支持を得たことは，否定

されない」11）。この事態の継続についてのそれ以上の証拠は，1856年のア

ウド併合史に示されている。この華やかではあるけれども統治のまずい王

国においては，多くの権力がタルクダール（talｕkdarｓ）゛12）として知られた

地方王侯達（族長）によって行使されてきた。彼らの土地保有諸問題にお
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ける地位は，ベンガルにおけるザミソダールの地位に非常に類似していた。

イギリス植民地官僚達に与えられた最初の命令は，村落共同体を扱うこと

であり，またタルクダール達に彼らの上位の保有権を証明する責任を負わ

せることであったことは意義深いことである。

　1822年以後のインドにおいて実施された土地問題の解決策は，確かに欠

点や批判を免れなかったけれども，ミルにとっては，この土地問題の解決

策は賢明で称賛に値するものであると思われた。それに比べてベンガル制

度は遺憾なものであった。彼は1858年に次のように述べている。（1822年以

後の土地制度の下で），「農業従事者は，完全に規定され保証された保有の諸

利益や諸権利と，全てが改良への自然な誘因を与えるに十分適切な要求額

の固定地代とを持つし，また間もなく持つであろう」12）。これは確かに，同

時代のアイルランドの農業従事者達に対して述べられうる以上のことで

あった。

　35年間の変遷は，厳密な契約を結ぶ方式で，アイルランドの土地問題を
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解決する諸企画が失敗であったことを明らかにした。およそ1830年頃か

ら，保有地を保障するように借地人達が提案したことは，基本的に上述の

引用でインドに対してミルが述べたように，次第にうまく組織された政治

的要求へと発展した。 1846-7年の冬の間に，ミルは幾つもの提案を公表し

た。それはインドに対してミル父子が提唱した案よりはるかに穏健な性質

のものであったが，それでも彼の思想の急進派的な基礎に基づくもので

あった。　ミルの計画は，国家による荒蕪地の獲得と，コッター達をそこに

小作権安定(Fixty of tenure)という条件の下で植民させることを含んでい

た。　ミルは，荒蕪地以外の土地所有制度への干渉を考えていなかったが，

もし彼の計画が実行されるならば，アイルランドの他の土地において資本

家的農業が現実的な前提になるであろう，ということを期待していた13）。

　アイルランドヘの政策立案に対するミルの影響は，インドの諸問題への

彼の影響と比較すると，取るに足らないものであった。そして小作農の諸

権利を法令で承認しようとするあらゆる企画は，例えば改良への補償でさ

え実現されなかった。だが，大飢饉とその諸結果によってもたらされた機

会，つまり貧しい小作農達と悪質な地主達との双方を払拭するという唯一

の機会は，正統派的（ミルの）政策を全く成功させなかった。 1860年代の後

半に，アイルランドの小作権安定への要求が増大し，何人もの人々，その

中で特にミルによって積極的に支持されだ4）。　この要求は，1870年のグ

ラッドストーンの土地法゛13）によって承認されたのではなく，諸改善と同

様に社会的暴動のおかげで小作農達への補償が裁可されたのである。従っ

て小作農の地位が個人的協定や契約に委ねられるよりはむしろ法によって

規定され保護されなければならない，という見解は，アイルランドにとっ

て公的政策の一部になった。他方，この同じ時期にインドでは諸事情の流

れは，幾分か反対の方向に向かいつつあった。
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　セポイの反乱は，インドにおける土地保有権に関し，イギリスの行政官

僚達の認識にはっきりとした変化を生みだした。その反乱が最も広まった

のは,北西諸州とアウドであり，その原因を月日貴族層の地位を土地問題の

解決策によって揺るがしたイギリス方式に帰する人々が多くいた。民衆

が，タルクダールやザミソダール達への古い忠誠心を取り戻したことにつ

いて多数の説明がなされた。タルタダール達の全財産の没収というかなり

徹底的な処置によってアウドの土地問題解決策に対してなされたことを無

効にし，もしタルクダール達がイギリス国王に対して服従して完全に忠誠

を誓うならば，彼らに全財産を返還するという提案をするように総督キャ

ニングiR8;i4)に影響を与えたのは，こうした事態への見解であったと思われ

る。こうして旧貴族層の支持を回復することが期待された。そしてその後彼

らの諸要求に賛成した人々は，彼らの財産の再交付がタルクダール達に土

地への絶対的統制権を与え,あらゆる付随的諸権利を廃止した,と主張した。

訳注14) C.J.Canning,1812-1862｡初代インド総督兼副王。在任期間は，1858年一

　　　　　1862年。

　アウドにおけるタルクダール達とライアット達の相対的諸権利の問題

は，べンガルの耕作者達の身分も調査中であった時に生じた。ライアット

達の地位は，永代固定化の下で非常に曖昧にされたままであったのだが，

1859年の有名な第10条例mm5)によって規定される試みがなされた。その主

要条項は，「公正地代」での継続借地権を，12年間以上保有していた全ての

ライアットと，成文借地権という条件で既に保有していた人々とに授ける

ものであった。公正地代を構成したものは何かという問題が法廷で決定さ

れるようになった時，裁判長バーンズ・ピーコッグ16）は，公正地代が自

由競争で獲得される最も高い代とみなされなければならないと決定した。
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これは，ライアットの習慣的地位を保護することを目的としていたこの法

律の効果を無効にしたかもしれなかったが，その問題が高等法院に差し戻

された時，ピーコックの決定は破棄された15)。

　かくして，ペンガルにおける耕作者達の諸権利は保護されたが，続く10

年間に，広く，土地保有のライアットワーリ制を支持した人々と土地保有

のザミソダーリ制を支持した人々との間の闘争が，インドの他の諸地方，

特にアウドと，更にパンジャブでさえも勃発した。 1860年代に新しい制度

がこれらの諸州でなされた時，植民弁務官達はライアットの諸要求に対

して否定的であったが，それぞれの場合において総督ジョン・ローレン

ズ17)は，長い経験によって耕作者達への土地制度に慣れていたので，彼

らの諸利益16)を保護するために介入し，1868年にはパンジャブ小作農の擁

護に関してミルとヘンリー・メイン訳注18)の支持を得だ7)。

この頃までには，インド総督兼副王としてジョソ・ローレンスの後任と
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なるメイョー訳注19)の任命が公表されていた。彼はアイルランド大臣とし

て，その国のあらゆる現実的な保有保証を授けようとする立法を常に差し

止めたトーリーの地主だったので，メイョーの任命は，確かにインドの

　｢貴族派｣の諸権利を促進させるためにうまく目論まれていたように思わ

れた。　ミルはその結果何か起こるだろうか｢考えると不安であった｣18)が，

実際はメイョーの任期中に耕作者達の地位を大きく弱めるようなことはな

かった19)。キャソペルが的確に指摘したように，メイョーがトーリーに

なったのは，彼の出自と環境によるものであった。だがアイルランド以外

では，彼は自分の生来の好みである急進主義に従うことができた。つまり

　｢インドで彼が本当に有力者であったのは，民衆への心からの同情があっ

た｣2o)からである。

　それにもかかわらず，1857年から1873年の間にインドでは，ミルが述べ

たように「現在のイングランド型の地主主義への反動があった。それはま

さにイングランドで世論が，ゆっくりではあるが逆の方へ転換し始めてい

る時」21）であったことは疑いえない。このように，土地保有諸問題におい

て，この期間にわたってインドとアイルランドとの諸発達は，反対の方向

へと向かった。アイルランドにおける政策は小作農の一層大きな承認と保

護の方向へ向い，一方インドでは，小作農の地位を登録して保護する試み

が，上位の土地保有者達の諸権利や諸利益に一層都合の良い政策に取って

代わられた。だが，両国における諸傾向を同次元で，方向の反対のものと

して表現すること，即ち，一方では契約から地位へ，そして他方では地位

から契約への動向と表現することは誤りであろう。どちらの場合も，それ

程完全でも一般的でもなかった。そしてたとえこの期間の終わりに，アイ

ルランドの小作農の地位が高められていたとしてもたいして高められてい
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た訳ではなく，インドの小作農の地位が低められていたとしてもたいして

低められていた訳でもなかった，と述べることは正当であろう。法律では

インドのライアットは，一般にアイルランドの小作農よりもはるかに大き

な保証を享受していた。貴族の要求が最も良く受け入れられていたアウド

においてさえ，タルクダール達は，アルスター以外のアイルランドの地主

達が絶対に譲歩したくなかったような小作農達への諸特権を約束し，一方

ベンガルではザミンダール達への永代固定化の傾向は，広く1859年の第10

条例によって保証された。 1869年にグラッドストーンでさえアイルランド

の地代を法的に制限する可能性を考えることができなかった，という事実

を思い起こすならば，1859年にインドで｢公正な｣限度内に地代を明確に

制限する程の法律を持つことが可能であったという事実は，重要な意味を

持つ22)。

　これらの比較対照は，ミルの同時代人達に見失われていなかった。そし

てアイルランド小作農の主張を支持した人々は，自分達の諸要求を強調す

る際，そうしたインドとの比較をしばしば利用した。これは特に1860年代

に顕著である。その時期はまさにインドの当局が，ライアットに関する限

り諸問題は後退しつつある，と感じた時期であった。それで1866年，ジョ

ソ・ストレイチー訳注20)がアウドのタルタダールから条件付きの譲歩を引き

出したと報告された時，アイルランドの南部で成功した数少ない産業資本

家の一人で，小作権の強い信奉者であったウィリアム・マルコムソンは，

すぐにアイルランド大臣23)に次のように手紙を書いた。｢このインド政府

にとって公正で正当と思われる事柄は，我々が，この国の現政府の立法府

を代表している貴官に，次の議会の会期で提起し，遂行するよう要請しよ

うとする事柄です｣24)。アイルランド人はしばしば土地法がインドで容易に

遂行されるのを羨ましく思ったのだが，アイルランドにおいては，扇動の

数年間は，同様の諸改善をもたらさなかった。アイザック。バット訳注21)

は，その理由を明瞭に理解した。｢そしてこれはアイルランドの場合には
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なされていない。それはただ，我々がイングランドとの同一性という幻想

を持っているためである。土地所有者は『地主』(landlord)であり，『ザミン

ダール』(zemindar)ではない。借地人は『小作農』(tenant)であり，『ライ

アット』(ryot)ではない。私は良心に誓って次のように信じる。もし我々が

この関係を表現するのにアイルランド語の，あるいはゲール語の名詞を使

うならば,つまりもし所有者を『corbe』”22）とし,借地人を『kerne』訳注23）とす

るならば，イギリス議会は一会期たりとも誤解の継続を容認しないであろ

う。我々にとって不幸なことは，それらの用語がイギリスの言語で描き出

している諸事物と何ら類似するところのない諸関係に，イギリスの慣用句

が用いられていることである」25）。

　バットのここでの議論は，ミルの諸見解を強めるものであった。インド

の行政官達は，（彼ら自身の利益は別として）地主達によって今もなお支配さ

れていた議会により任命されていたイギリスの大臣達よりも，インドの地

主達と小作農達との諸問題を公平に調節する用意ができており，アイルラ

ソドにも同様のことを行う意志も能力もあったであろう，ということは疑
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う余地はない。ミルの時代には，インドのライアットは，確かにアイルラ

ンドの小作農が受けていたより多くの配慮をインド政庁から受けていた。

だがそうではあっても，ミルが信じていたようにはならなかったのである。

つまりインドは，「インドの必要に従って統治されていたのであって，イ

ギリスの習慣や概念によって統治されていたのではなかった」，というこ

とである。この議論の根拠になるのは，インドでこの時期に適用された所

有権の理論が，アイルランドで適用された理論より寛大で民主的ではあっ

たが，それでもなお多くの場合，インド｀の思想と環境にとって相容れない

ものであった，ということである。「インド中の土地は，一般に私有財産で

ある」26)とミルは躊躇なく述べた。そして私有財産が存在しないところで

は，植民地官僚がそれを創設した。だがこのように土地を私有財産にする

ことは，その財産がたとえザミンダールであろうとライアットであろうと

彼らに授与されたとしても，これらの人々にとって決して純粋な天恵では

なかった。耕作者達が慣習的地代で地主達の下に保有していた多くの地方

で，植民がなされたのは，人口が少なく，小作農達を見つけて抱えられれ

ば地主達が喜んでいた時期であった。後に人口増加が始まった時，土地を

求める競争が慣習を払拭し，ライアットは，以前のアイルランドのコッ

ター達のように，法外な地代や追い立てを蒙ることになった。ちょうどア

イルランドと同じように，公正地代での小作権を安定させるために，1873

年以前に通過した法律を強化することが必要となった27）。

　国家が土地財産をライアットに保証していたところでさえも，常に彼の

運命を改善させたわけではなかった。というのは，ひとたびその土地が価

値のあるものとなったならぼ，そこは抵当に入れられ，大抵のライアット

は遅かれ早かれ高利貸しに負債を負うことになったからである。ここにお

いて西欧的経済思想の導入が明らかに有害となった。ベソサムや彼の信奉

者遂にとって，小作権売買の自由や土地移転や高利貸し法廃止，負債返却

を容易にする民法といったような彼らにとって好ましい進歩と思われた諸
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法案は，インドに適用された時，それらが相俟ってしばしば小耕作者を保

護するのではなく，破滅させる方向に作用した28）。他方，これはインドの

経験が，常にアイルランドにとって良い先例になったのではないという事

実を示している。というのは後の時期に，アイルランドの小作農達が土地

購入法を通して課税される保有財産を獲得した時，地方の特殊な負債問題

は何ら生じなかったからであった。土地購入の初期の数年間に，アイルラ

ンドでは貸し出しの増加があったが，一般に「新規小作購入者達は，彼ら

の保有地を担保にして借金することに極端な慎重さを示したように思われ

－38（103）－



－37（104）－



　　皿

　19世紀のアイルランドとインドとでの経験は，安定的で容認しうる土地

保有制度が，経済発展の必要条件であることを示したが，それが十分な条

件ではないことも同様に明らかである。地主制度の諸問題が，ともかくア

イルランドでは人々の注意をひき，その結果土地でなされるかもしれな

かった農業の改善が全く考察の外に置かれてしまったように思われた。だ

が双方において，農業の状態は，その改善の諸政策の必要を緊急にかつ明

白なものとする程のものであった。

　アイルランドとインドとの双方で行われている農業の発達が遅れている

一つの原因は，資本投資の不足であった。そしてこれに取り組む明らかな

手段は，政府による有利な条件での所有者達や耕作者達への貸し付けで

あった。アイルランドの所有者達にそのような援助を与える法令は，1847

年に成立した。つまりその法令が，彼らに有利な条件で，柵や排水施設と

いった諸目的のための借入をさせたのである。この計画はすぐに成功した。

そしてこれに続く諸法令は，利用できる基金を増加させたばかりでなく。
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借入の目的を様々な種類の農業建築物の建設といったところまで拡張させ

ど)。これらの土地改良諸法令は，19世紀にアイルランドヘ適用された最

も成功した経済諸方策のうちの一つであった。メイョーは自分の経験か

ら，これらの価値を高く評価した。そして彼がインド総督に任命された

時，彼の最初の考えのうちの一つは，イソドヘ同様の制度を導入すること

であった2)。

　事実メイョーがその後発見したように，まさに同様の制度が1793年のベ

ンガルの固定化方式以来，ほとんどのインドにおいて行われていた。政府

は，土地制度の性質に従って，ターカヴィ(tａｋａｖi)“24)として知られてい

た前貸しを，ザミソダール達やライアット達へ行った。これらの前貸し

は，アイルランドの諸法令が目指していたような実質的改善のためになさ

れたぽかりでなく，種子や家畜の購入のような少額の必要物に対してもな

された。数年にわたる不作や飢饉の後には，地税請求額を一部割愛するこ

とや，ターカヴィの前貸しをすることによって耕作者達を援助すること

は，政府にとって普通の慣習になった。メイョーは｢この原理が，従来そ

れに与えられてきたものよりも，一層広範囲の発達になるだろう，という

ことに満足｣3)を感じていた。しかしこれは，実際には彼が死んで10年後

の，1883年の土地改良融資法と1884年の農業者融資法SRa;25)によるまで達成

されなかった4)。

　耕作の諸改良は，アイルランドとインド双方の経済にとって確かに基本

的に重要なものであったが，発展はこの手段のみによって生じたのではな
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かった。ここで検討されている時代の初めの頃には，両国は，有機的な交

換経済に必要な施設，即ち，道路，橋，運河，その他同様の公共諸事業を

多く欠いていた。　ミル自身，遅れた国々では，これらの公共諸事業が私的

企業によって実行されることは期待されない，と指摘した。「世界の数多

くの地方において，その国民は，巨額の資金と共同行為を必要とするもの

は，何も自らなす能力を持っていない。このような事柄は，国家によって

なされない限り，なされずにそのままにされている。このような場合にお

いて，政府が，その国民の最大の幸福を意図している，その誠実さを最も

確かに示す方法は，民衆が無力であるために政府の任務となった事柄を，

民衆の無力さを増大させ，永続させるのに役立つような方法ではなく，そ

の無力さを正すのに役立つような方法においてなすことである」5）。この文

章は，ミルの時代の「低開発の」国々における公共事業活動の基調に触れ

ている，と言えるかもしれない。これを記述した時，彼は確かにインドの

ことを思い描いていた。そして彼は，これをアイルラソドにもあてはめよ

うとすればできたかもしれない。　しかし，もしそうしたとすれば恐らく彼

とその同時代人達は，「民衆の無力さ」が，アイルランドではインドと同じ

程ひどくはなく，そう認められもしない，という主旨のことを補足したで

あろう。

　国家の固有の諸機能に関するこの見解と期を一にして，19世紀半ばのイ

ンドとアイルランドとの政府は，双方とも公共事業局を発展させた。そし

てそれらは，かなり重要なものになった。だがどちらの場合にも，それら

は経済理論のみが提示したような，まさにその理由に基づいて設立された

のではなかった。アイルランドにおいて，事薬局は1831年に設立された。

その目的は部分的には，以前には疑わしい有効性を持つ多数の主体の責任

であった事業を統合するためであり，しかしながら部分的には，救貧法設

立への要求を先取りすることを期待したものでもあった。アイルランド交

通局の理事達のような団体の機能を引き受けることに加えて，事業局は。
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公共事業のための融資や補助金を交付するのに，55万ポンドの新たな基金

を管理した。 1842年以降，事薬局は排水事業や漁業も管理した6)。

　1850年までにインドの公共事業は，文民当局や軍当局等，様々な役所の

責任であ,った。そしてインドの行政は，その問題に関する消極的態度のた

めに，しばしば批判された。インド中央政府の公共事業局と，それぞれの

管区の独立した公共事業局の成立を含む新しい制度は，1854年のダル

フージ訳注26)の改革の際に導入された7)。この制度への促進的圧力が，その後

のインド監督局総裁チャールズ・ウッド訳注27)からかけられたということ

は，驚くべきもののように思われるかもしれなかった。というのは，大蔵

大臣としての期間中，ウッドは，アイルランドの救済問題と公共事業にお

いて，臆病でけちな人間として振る舞っていたからであった8)。ウッドは，

レッセ・フェールの問題に関して何ら心理的変化を経験していなかった。

彼は，単にインドが木綿工業家達にとっての市場として，かつ原料供給源

として改善されることを見たがっていた，ジョソ・ブライト訳注28)　と，マン

チェスターの人々からの強い促進的圧力の下にあったにすぎない。マン

チェスターの商人達は，東インド会社経営に対するミルの満足に同調しな

かった。そして彼らは，綿花生産におけるインドの後進性が｢全体にイン

ド政府の失敗，つまり地税の失敗にあり，これは財産の安全を破壊し，耕

作を妨害したのであって，それによって不可欠な公共事業をほとんど信じ

られない程無視したことによる｣9)，と断言した。 1854年以降，インドの公

共事業活動がかなり増大したのは，この圧力の結果であった1o)。
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　インドとアイルランドで特に経済発展に貢献し得た活動を行った，と当

時の関係当局が信じていた，主要な部門が二つあった。これらは，鉄道敷

設と土壌の改良であった。土壌の改良は，インドにおいては一般に灌漑

を，アイルランドにおいては排水を意味した。鉄道は，それらの敷設期間

中に多くの雇用をもたらし，新しい市場を開設し，原料の費用を引き下

げ，そして特にインドにおいて，地方の飢饉の危険性を減少させたので，

特に価値があったように思われた。双方の国における鉄道の有用性は，

めったに疑問視されなかったが，他方，敷設，財政，運営の適切な形態に

関して多くの論争があった。

　最初，アイルランドでの鉄道敷設に対する政府の態度は，完全にレッセ

・フェールの態度であった。だが，1836年にわずか６マイルの鉄道が，民

間企業によって敷設された時，メルバーン訳注29)政府は｢アイルランドにお

ける最も有利な鉄道路線を調査し，報告するため｣の委員会を設立した。

この委員会は，精力的なアイルランド次官，トーマス・ドラモソド訳注30)が

議長になり，統一的鉄道網を敷設する用意のできたー団の資本家達が見い

だされない限り，この仕事は国家によって引き受けられるべきである，と

いうことを勧告した11)。この提案は，決して実行されなかった。そして議

会によって任命された委員達の下で，４パーセントの利子を保証して集め

られた民間資本の援助によって路線を敷設するという後の計画は，1841年

にウィッグ内閣の失脚のために，失敗した。次のトーリー政府は，問題を

民間企業に委ねたが，進行はゆっくりとしたものであった。 1845年には，

まだ僅か70マイルの鉄道が開通したにすぎなかった。そして，大飢饉に。
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イングランドの鉄道狂時代の終焉とが重なって，更に困難が生じた。多数

の会社は，大蔵省から援助を得ようとし，獲得した。そしてその後の数年

間，敷設と経営は，民間の手に残されたままであった一方，国家からの財

政援助は，アイルランドの鉄道のため継続して必要であった。 1865年まで

に，アイルランドの鉄道への政府の前貨しの総額は, 236万４千ポンドに

達した。そして運賃は高かったが，会社の得る利潤は低かった。それは，

部分的には交通量の少ないためであったが，しかしまた，多数の別々の会

社が存在したため，高い費用と非能率的経営が行われたためでもあった12）。

　訳注29) W. Melbourne,1779-1848｡政治家。ウイッグ党員として下院に入り，後

　　　　　に首相となった。在任期間は，1835年-1841年。

　訳注30）Ｔ.Ｄrｕｍｍｏｎｄ,1797-1840｡技師，行政官。彼は，1836年に鉄道委員会議

　　　　　長に任命され，ダブリンからコークヘの幹線敷設の提案を出した。だが

　　　　　不幸にも，政治的，個人的嫉妬にょってその計画は実現されなかった。

　一見すると，東インド会社が，19世紀のインドの鉄道敷設と運営を引き

受けるはずであったことは，イギリス政府が，19世紀のアイルランドでそ

うすることょりも，はるかにあり得そうに思われるかもしれない。並外れ

た「民衆の無力さ」は別としても，インド鉄道の政治的，軍事的重要性

は，明らかに大きかった。しかるに，一般に（間違って）鉄道は，貨物輸送

に比較してほとんど旅客を引き付けない，ということが普通だと考えられ

ていた。こうしたことにもかかわらず，最初からロンドンの取締役会とイ

ンド自身の役人達は鉄道が「民間企業と資本により」敷設され運営される

ことに一般的に賛成していた。これはイギリスの商業界や金融界の見解に

同意していたからであり，既に示されたように，イギリスの商業界や金融

界では，インド行政は，公共事業に関する実績のために，評価が低かった。

だがイギリスの投資家達は，何らかの政府の支援がなければ，彼らの資本

を自ら進んで危険に晒すことはしない，という訳ではなかった。従って，

最初のインドの幹線は，政府の保証する4.5か５パーセントの利子で，民
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間企業によって敷設された13)。

　この混成制度は，ダュエル・トーナー教授が適切に｢政府負担での民間

企業｣14)と呼んだのだが，インド政府にとって高くつくことになり，ウッ

ドは，インド省での彼の任期中に，断固として最初に認めた保証以上には

それらを増加することを拒否した15)。 1860年代における経験は，保証なし

に民間資本は用意されない，ということを示した。ウッドは，国家によっ

て引き受けられた路線を調査しようとしなかったが，1870年になってこの

処置が採られた。メイョーは，アイルランド地主で，この時期のインド総

督であったが，国有鉄道と狭軌線路との両方の信奉者であった。そして狭

軌線路は，最も安く敷設され得ると彼は考えていた。従って，1870年以後

インドで敷設された鉄道のほとんどは，狭軌鉄道であったが，アイルラン

ドではしばらくの間，貢献した。　しかし狭軌線路は，はるかに長い距離を

持つインドの需要にはそれ程適していないことが証明され，そして軌間の

大小混合は，経済的に高くつくものになった。国有鉄道はこのようにし

て，民間所有路線よりも，インドの輸送問題に対しては，何ら明確な解決

策をもたらさなかった。そして1880年に，保証によって援助された民間会

社による敷設政策が復活された16)。

　アイルランドの土地排水とインドの漂浪の双方とも，かなりの経済的改

善を約束するものであったが，それは，土地保有者達の間での相互協力か

国家による方策かのどちらかがなければ実現され得ない期待であった。そ

うした地域的共同行動不足のために，ここで考察されているこの時期の初

頭には，両国ではほとんど何もなされなかった。東インド会社は，灌漑へ

の資金をほとんど據出しなかったが，再びダルフージの時代が変化をもた

らした。灌漑は，他の公共事業と共に進展し，有名なガンジス運河は，

1854年に開通した。本国での木綿の利害関係者達は，灌漑と内陸航行がイ

ンドばかりでなく，ランカシャーにももたらすだろう諸利益を意識せずに

はいなかった。そしてインド行政においては，アーサー・コットソ訳注31)の
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ような灌漑への熱狂者達がいた17)。

　訳注31) A. Cotton,1803-1899｡彼は，将官であり，潅漑技師であった。

　そうした熱狂者達は，積極的に次のように指摘した。即ち，鉄道が市場

を開拓し，恐らく飢饉の時期に食糧を輸送できるだろうし，生産高の現実

的かつ継続的増加を約束できるのは灌漑のみであると。彼らにとって，灌

漑が鉄道に比べるとほとんど注意を払われていないということは，困惑と

失望の源泉であった。事実，その理由は，主として財政的なものであった。

セポイの反乱の時までと，その後のインド政府は，公共事業に対して融資

を増加させなかったし，ダルフージの時代に承認された多くの計画は，資

金がないために停止されなければならなかった。 1860年には，政府は，民

間灌漑計画のために調達される資本に，保証制度を適用させようとする圧

力に屈した。それは不承不承のものであった。というのは，国家がインド

の最終的な土地所有者であり，そして灌漑は，地税に影響を与えたからで

あった。いずれにせよその計画は，財政的成功にはならなかった。即ち，

政府は，第一のかつ最大の会社であるマドラス灌漑会社を，その創立以来

18年の間，120万ポンド程度まで助成しなければならなかったのである18)。

この時期に，民間利潤についての厳格な諸規準によって，社会投資諸計画

を根本的に審査する傾向があった。そのために諸計画が不十分だ，とされ

た。灌漑事業が大規模に発展したのは，ジョン・ローレンスがインド政府

に融資増加の許可を要求し，獲得した時であった。ローレンスは，有名な

工兵将校であるリチャード・ストレイチー訳注32)を潅漑総監督に任命した。

彼の影響の下で，その後の数年間に，公共灌漑事業は急速に進んだ。数人

の権威者達が，インドの経済と国家財政に過度の負担をかけないようにそ

の計画は速度を緩めてなされるべきだ，と主張し始める程の活力でなされ

たのである19)。

　訳注32) R. Strachey,1817-1908｡中将，ベンガルの英国陸軍工兵隊。彼は，1862
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　　　　　年に公共事業局の長官に任命された。

　アイルランドの排水と土地開墾は，多くの19世紀の著述家達にとって，

インドの灌漑においてなされたことと同じ程大きな改良の可能性を提示し

ているように思われた。ここでも政府事業と民間企業との適切な範囲に関

する，同様の議論が起こった。　しかしながらアイルランドの経験には，イ

ンドの鉄道や灌漑の相対的長所に関する議論と比較できるようなものは何

もなかった。インドと同じような争いは，アイルランドの土地排水と鉄道

敷設との間には生じなかった。それは主に，異なる財政的事情のためで

あった。

　1823年に，アイルランドの貧民雇用に関する特別委員会は，計画を個別

に承認する特別諸立法の必要性が，アイルランドにおける排水工事に大き

な障害になっているという事実を指摘し，一般排水法を支持した2o)。1842

年までに，どんな効果的な法令も通過しなかった。そしてその年に，事業

局が拡張されて排水委員会を併合した。土地排水を望む誰もが，その委員

会に，事業計画の調査を申請することができるようになった。もし影響を

受ける土地所有者の三分の二がその計画に同意するならば，その時彼ら

は，委員達にその計画の遂行を申し出ることができた。完成した時には，

委員達は，排水工事遂行のために前貸しされた総額の返済分として，こう

して改良された土地に税を課すことができた。

　1847年に飢饉救済事業として排水工事を促進するために，この制度がか

なり簡略化されるまでは，この制度からほとんど利益は引き出されなかっ

た。その後の数年間に，国家援助による排水工事は急速に進んだが，1853

年に実質上停止された。それは，排水計画を遂行するのに事業局が使った

費用の本来の予算をはるかに越え，獲得されうる利益と釣り合いを失った

と，多数の土地所有者達が抗議したからであった21)。

　排水工事援助の立法問題は，1862-63年までは再び起こらなかった。　こ
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の年，長雨が続き，土地改良と困窮救済のための雇用との双方の必要性が

強調された。新たに導入された排水事業新法により，国家は排水工事援助

のための融資提供の準備に取り掛かったが，もはやその事業を遂行する責

任は負わなかった。　ミルはこの法律に批判的であった。というのは，前貸

しが耕作者達にではなくて，土地所有者達になされるために，「改良の全

利益が彼らの地代にもたらされるだろう」22）からであった。　しかしながら

全体に，その法案は，その時あの傾向，即ちイギリスの観察者達がしばし

ばアイルランドの地主達に見た「全てのことを国家に頼る」傾向に水をさ

して，そして全てをすっかり独立独行に起き替えようとするものとして，

歓迎された。

　アイルランドを，政府事業への依存から徐々に引き離そうとするこの政

策の進展は，明らかにここで取り扱った時期の終わり頃に顕著である。そ

してそれは，19世紀の後半期の国家活動分野の縮小に，全体としては，向

かわなかったインドの傾向と幾分か対照的である。
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　　IV.

　ここでなされたアイルランドとインドにおける経済政策の概観は，明ら

かに不完全なものであるが，それを基礎として，この論文の最初で提出さ

れた諸問題に関してどのような結論が得られるであろうか？　ミルが考え

たように，経済諸問題を取り扱うことにおいて，アイルランドの半代議制

的統治よりも，インドの恩情主義的統治の方が一層成功しただろうか？
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それは「彼らの必要に従って」民衆を統治することに一層成功し，政治経

済学の諸原理のその解釈において，偏狭さがより少なかっただろうか？

　これらの質問の全てに対する解答が「是」である，としなければならぬ

程の証拠はないように思われる。注意深い研究者達は，ミルの主張を古き

スコット法に従って「証拠不十分」であると表明するかもしれない。

　双方の経済にとって根本的な，土地保有問題に関して，インドの経緯は

アイルランドよりも良いように思われるかもしれない。そしてその時代の

多くのアイルランド人達は，この点でミルに同意したであろう。確かに，

インドを支配した人々は，インド領域の大部分にわたって，耕作者達の諸

権利を確認しようとしたし，彼らに小作権の実質的安定を与えようとした

であろう。しかし耕作者達が，支配者達と同じ意味で財産権を理解したか

どうかは疑わしい。そして彼らは，確かにしばしば財産権に複合的祝福を

見いだした。抵当に入りうる財産所有が，しばしば耕作者に借金への誘惑

をもたらしたばかりでなく，税の請求額も，しばしば耕作者達に改良への

どんな機会や動機をも与えない程，高い水準に固定された。

　レッセ・フェール支持の問題に関して，これは確かに，土地政策の問題

に関しては，アイルランドの場合程は厳密ではなかった。だが上述したよ

うに，その期間にわたってこの点に関しては変動があり，この時期の終わ

り頃には，レッセ・フェールの限界に対して市場原理に立ち戻って考える

傾向か見てとれる。正統派的経済学説からの離脱に関する限り，この分野

でのインド行政は，確かにウィッグ的正統派にはそれ程影響されていな

かったけれども，それに取って代わるものが急進派の，即ち功利主義的経

済学であったと言えよう。

　公共事業問題においては，インドでの成果とアイルランドでの成果との

間にはほとんど見るべき差異は特にないように思える。東インド会社はま

さにその構造と機能の性質によって，会社が支配した領域に社会的間接資

本を供給するための用意は不十分なものであった。　この点で，レッセ・
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フェール的正統派経済学からの離脱があった時，それは原理に基づくもの

ではなく，便宜上の，つまり（あらゆる場所で！）マンチェスター学派から

の圧力の結果であった。1858年以後，国王によって会社が取って替わられ

たことは，幾分差異を生みだしたが，それはせいぜい程度の問題でしかな

かった。鉄道や他の主要な事業のための民間企業に対する政府企業の問題

に関して，インドとアイルランド双方の政策担当者達は，かなり類似した

動揺と不確実性を記録に残している。

　疑いなく，言語や気候の相違が，もし他に何もないとすれば，インドの

中でまたインドのために政策を担当した人々をして，インドの状況と必要

がイングランドのそれらと同じであると，たやすく仮定させることはな

かったが，アイルランドのために政策を担当した人々は，しばしば「我々

にとってそれ程悪くないことは，アイルランドにとっては十分良いことに

違いない」と信じた。だがここからインドの支配者達が，アイルランドの

支配者達よりも，一連の「一般的なイギリスの観念」，即ち古典派政治経済

学の諸学説から一層解放されていた，ということにはならない。これらの

諸学説は，契約経済-たとえ現実の事実ではなかったにせよ，少なくと

も好ましい規準としてｰの中で働いている合理的諸個人の概念を中心に

していた。恐らく，この研究から明らかになる最も顕著な結論は，理論家

達や政策担当者達が，その一般的妥当性に疑問を持つことなく，この枠組

みの中で考えたその度合いである。　ミル自身は，ベンサム主義の束縛を免

れようとしたことや，競争と並んで経済生活での圧力たる慣習とを認めた

ことにおいて信用に値する。だがその試みは決して完全な成功ではなかっ

たし，彼の同時代人達にほとんど影響を及ぼさなかった。そしヘンリー・

メインのような思想家達の歴史的・相対的アプローチが，もっと早く発達

し，イギリス思想においてもっと影響を及ぼしていたならば，インドとア

イルランド双方にとって，一層良かっただろう。もし双方の経済における

政策担当者達が，他方でどういう諸事実が続いているか検討することに
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もっと興味を持ち，常にイギリスの状態を標準とみなす傾向かもっと少な

かったならば，それも一層良かっただろう。

　このことは全て，ビクトリア中期の満足した状態での典型的なことで

あったと言われるかもしれない。しかし我々は今日，一層良く知っている

ということができるだろうか？　恐らくミルの時代の教訓は，自分達の学

問の科学性を以前よりも一層確信し，低開発地域への政策立案に一層関

わっている今日の経済学者達に経済理論の相対性と，歴史的・相対的アプ

ローチの価値を忘れないようさせるものとして役立つだろう。

－23（118）－


